
令和６年５月 27 日 
総合政策局地域交通課 

 
多様な関係者の「共創」による地域交通の維持・活性化の取組等を支援します! 

～ 令和６年度 「共創・MaaS 実証プロジェクト」 の２次公募開始について ～ 
  

地域の多様な関係者の「共創」により、地域交通の「リ・デザイン」を進め、利便性・生産性・持続
可能性を高めていくことを目的として、地域の共創による実証運行や、交通に係るコーディネートやデ
ータ活用が可能な人材等の育成を後押しする令和６年度「共創・MaaS 実証プロジェクト」（共創
モデル実証運行事業・モビリティ人材育成事業）の２次公募を開始いたします。 
 

 
１．事業概要 

令和６年度「共創・MaaS 実証プロジェクト」は、地域の多様な関係者が連携・協働した取組を
通じて、地域交通を再構築し、持続可能な地域交通体系の実現を図る事業を支援するものです。 

① 共創モデル実証運行事業 
地域交通を地域のくらしと一体として捉え、その維持・活性化に向け、地域における複数の関係

者の共創（連携・協働）による実証運行やそれを支える仕組みを構築する事業を対象とします。 

②  モビリティ人材育成事業 
交通に関する知見、交通に関するデータ活用のノウハウ、多様な関係者とのコーディネートを推

進するスキル等を活用しながら、地域の交通が目指すべき姿の実現に向けて、主体的かつ継続的
に取り組む人材を育成する事業を対象とします。 
※専門人材に求められるスキルは「地域公共交通の実質化に向けた検討会」中間とりまとめ（本年 4 月）も参照 

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000217.html 
 
２．募集期間（２次公募） 

令和６年５月２７日（月）～６月１２日（水）１６:００ 
 
３. 公募の詳細・応募様式について 

公募の詳細や応募様式等については、特設ウェブサイトに掲載の公募要領等をご確認ください。 
なお、オンラインで公募説明会を開催します。詳細は、特設ウェブサイトでご案内します。 

 特設ウェブサイト  https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/kyousou/ 
 
※本事業は、国土交通省が選定した事務局（パシフィックコンサルタンツ株式会社）が、国土交通省が採択を決定した事
業について、補助金の交付等に係る事務を実施します。 
 
 
【お問い合わせ先】 

総合政策局地域交通課 山口、大橋、菊地 
TEL:03-5253-8111（内線 54－724、54-817） 03-5253-8987（直通） 

  

 

 



地域の多様な関係者の「共創」により地域交通の維持・活性化に取り組む実証プロジェクト等を支援します!

「共創・MaaS実証プロジェクト」（令和６年度） について

【補助対象事業者】 交通事業者等を含む複数の共創主体で構成される協議会や連携スキーム等
（「共創プラットフォーム」）

【補助対象経費】 ・事業実施のための基礎データ収集・分析、協議会開催に要する経費等
・事業実施にあたり必要となるシステム構築、車両購入・改造に要する経費
・実証事業に要する経費

交通を地域のくらしと一体として捉え、地域の多様な関係者の「共創」(連携・協働)※によりその維持・活性化に取り組む実証事業

令和６年５月27日 ～ ６月12日16:00
※１次公募は２月27日 ～ ４月５日に実施

募集期間
（２次公募）

問合せ先
事務局（パシフィックコンサルタンツ株式会社）
各地方運輸局交通政策部交通企画課 等

【補助対象事業者】 地域における交通やまちづくりに取り組む人材の育成を行う、都道府県・市町村・民間事業者等
【補助対象経費】 地域交通分野におけるモビリティ人材の育成に関する取組実施経費
【補助率・上限額】 定額（上限３千万円）

※地域公共交通計画に位置づけ又は位置づける
見込みの事業を重点的に支援します

※「官民共創」、「交通事業者間共創」、
「他分野共創(交通と他分野の垣根を越えた連携)」

応募方法の詳細・問合せ先は特設ウェブサイトへ!
採択審査のポイント等は「公募要領」をご確認ください。
【URL】 https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/kyousou/

地域交通 共創 検索

１.共創モデル実証運行事業

２.モビリティ人材育成事業

※運行（次年度に運行する場合や既存運行を活用する場合を含む）を伴う実証事業が対象となります。
運行の交通モード（鉄道・路線バス・デマンド交通・自家用有償旅客運送・タクシー・航路など）は問いません。

C 大都市など
【東京23区・三大都市圏の政令指定都市】

B 地方中心都市など
【人口10万人以上の自治体】

A 中小都市、過疎地など
【人口10万人未満の自治体】

補助率１／２補助率２／３500万円以下は定額
500万円超部分は２／３

医療・介護・福祉
×交通

こども・子育て
×交通

教育・スポーツ・文化
×交通

商業・農業
×交通

宅配・物流
×交通

エネルギー・環境
×交通

地域・移住
×交通

金融・保険
×交通

観光・まちづくり
×交通

＜補助率＞ 地域の類型に応じて、メリハリをつけた支援を展開します!（補助上限額:１億円）

上記１及び２の応募にあたっては、
実施地域の自治体等から推薦を得て
いることを要件とします。

地域公共交通のリ・デザインを推進するため、交通に関する知見、データ活用のノウハウ、多様な関係者とのコーディネートを推進す
るスキルを活用しながら、地域の交通が目指すべき姿の実現に向けて、主体的かつ継続的に取り組む人材を育成する事業



お問い合わせ先

電話番号担当課機関名

０１１－２９０－２７２１交通政策部交通企画課北海道運輸局

０２２－７９１－７５０７交通政策部交通企画課東北運輸局

０４５－２１１－７２０９交通政策部交通企画課関東運輸局

０２５－２８５－９１５１交通政策部交通企画課北陸信越運輸局

０５２－９５２－８００６交通政策部交通企画課中部運輸局

０６－６９４９－６４０９交通政策部交通企画課近畿運輸局

０８２－２２８－３４９５交通政策部交通企画課中国運輸局

０８７－８０２－６７２５交通政策部交通企画課四国運輸局

０９２－４７２－２３１５交通政策部交通企画課九州運輸局

０９８－８６６－１８１２運輸部企画室沖縄総合事務局


